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東京都千代田区丸の内二丁目5番1号

 

取締役社長　塚本　隆史 

連結貸借対照表（平成21年3月31日現在） 

（ 　 資 　 産 　 の 　 部 　 ）  

現 金 預 け 金   

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形   

買 現 先 勘 定   

債 券 貸 借 取 引 支 払 保 証 金   

買 入 金 銭 債 権   

特 定 取 引 資 産   

金 銭 の 信 託   

有 価 証 券   

貸 出 金   

外 国 為 替  

金 融 派 生 商 品   

そ の 他 資 産   

有 形 固 定 資 産   

建　　　　　　　　　　 物 

土　　　　　　　　　　 地 

リ ー ス 資 産  

建 設 仮 勘 定  

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  

無 形 固 定 資 産   

ソ フ ト ウ ェ ア  

リ ー ス 資 産  

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産  

繰 延 税 金 資 産   

支 払 承 諾 見 返   

貸 倒 引 当 金   

投 資 損 失 引 当 金   

  

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

資 産 の 部 合 計  

科　目 金　額 

 

5,720,253 

141,296 

 6,270,321 

 5,819,418 

 2,612,368 

13,514,509 

40,693 

30,173,632 

70,520,224 

980,003 

7,872,780 

 4,138,508 

842,809 

283,992 

 410,391 

8,678 

19,931 

119,815 

303,854 

232,786 

1,354 

 69,713 

722,160 

3,939,818 

△ 889,579 

△ 3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

152,723,070

（ 　 負 　 債 　 の 　 部 　 ）  

預 金

譲 渡 性 預 金  

債 券

コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形  

売 現 先 勘 定  

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金  

特 定 取 引 負 債  

借 用 金  

外 国 為 替  

短 期 社 債  

社 債

信 託 勘 定 借  

金 融 派 生 商 品  

そ の 他 負 債  

賞 与 引 当 金  

退 職 給 付 引 当 金  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金  

貸 出 金 売 却 損 失 引 当 金  

偶 発 損 失 引 当 金  

ポ イ ン ト 引 当 金  

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金  

債 券 払 戻 損 失 引 当 金  

特 別 法 上 の 引 当 金  

繰 延 税 金 負 債  

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債  

支 払 承 諾  

負 債 の 部 合 計  

（ 　 純 　 資 　 産 　 の 　 部 　 ）  

資 本 金  

資 本 剰 余 金  

利 益 剰 余 金  

自 己 株 式  

株 主 資 本 合 計  

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  

土 地 再 評 価 差 額 金  

為 替 換 算 調 整 勘 定  

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計  

新 株 予 約 権  

少 数 株 主 持 分  

純 資 産 の 部 合 計  

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計  

科　目 金　額 

 

77,179,540 

9,359,479 

2,300,459 

6,449,829 

9,173,846 

4,110,941 

7,995,359 

8,941,972 

591,132 

428,785 

4,597,403 

986,147 

7,578,211 

4,620,459 

47,942 

36,329 

1,978 

28,711 

20,555 

11,389 

13,605 

8,973 

1,750 

7,486 

104,355 

3,939,818 

148,536,464 

 

1,540,965 

411,318 

608,053 

△ 6,218 

2,554,119 

△ 519,574 

67,525 

146,447 

△ 114,765 

△ 420,367 

1,187 

2,051,667 

4,186,606 

152,723,070

（単位：百万円） 

平成21年6月29日 

第 7 期 決 算 公 告  
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連結損益計算書（　　　　　 　　　　） 
科　目 金　額 

 

2,144,436 

1,367,354 

466,785 

8,253 

149,001 

37,853 

36,393 

78,793 

55,891 

514,997 

301,521 

259,151 

238,431 

 

1,075,584 

390,176 

87,019 

17,594 

46,394 

196,546 

41,493 

21 

74,093 

5,916 

83,638 

132,690 

98,343 

295,102 

1,192,701 

1,247,828 

280,250 

967,578 

 

 

2,205 

19,001 

930 

 

11,155 

10,898 

10,828 

 

48,247 

109,103

 3,514,428 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 3,909,560 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

395,131 

22,137 

 

 

 

32,882 

 

 

 

405,877 

 

 

157,350 

25,586 

 588,814

（単位：百万円） 

平成20年4月 1 日から  
平成21年3月31日まで 

経 常 収 益     

資 金 運 用 収 益    

貸 出 金 利 息   

有 価 証 券 利 息 配 当 金   

コ ー ル ロ ー ン 利 息 及 び 買 入 手 形 利 息   

買 現 先 利 息   

債 券 貸 借 取 引 受 入 利 息   

預 け 金 利 息   

そ の 他 の 受 入 利 息   

信 託 報 酬    

役 務 取 引 等 収 益    

特 定 取 引 収 益    

そ の 他 業 務 収 益    

そ の 他 経 常 収 益        

経 常 費 用     

資 　 　 金 　 　 調 　 　 達 　 　 費 　 　 用    

預 金 利 息   

譲 渡 性 預 金 利 息   

債 券 利 息   

コ ー ル マ ネ ー 利 息 及 び 売 渡 手 形 利 息   

売 現 先 利 息   

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息   

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー 利 息   

借 用 金 利 息   

短 期 社 債 利 息   

社 債 利 息   

そ の 他 の 支 払 利 息   

役　 務　 取　 引　 等　 費　 用   

そ　 の　 他　 業　 務　 費　 用   

営 　 　 　 　 業 　 　 　 　 経 　 　 　 　 費    

そ　 の 　他　 経　 常　 費　 用   

貸 倒 引 当 金 繰 入 額   

そ の 他 の 経 常 費 用   

経 常 損 失     

特 別 利 益  

固 　 定 　 資 　 産 　 処 　 分 　 益  

償　 却 　債　 権 　取 　立 　益   

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 取 崩 額  

特 別 損 失  

固 　 定 　 資 　 産 　 処 　 分 　 損    

減 損 損 失    

そ の 他 の 特 別 損 失      

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失     

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税     

法 人 税 等 調 整 額  

法 人 税 等 合 計     

少 数 株 主 利 益     

当 期 純 損 失    
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〈連結財務諸表の作成方針〉
（1）連結の範囲に関する事項

①連結される子会社及び子法人等 145社
主要な会社名
株式会社みずほ銀行
株式会社みずほコーポレート銀行
みずほ信託銀行株式会社
みずほ証券株式会社

なお、Mizuho Capital Investment (JPY) 3 Limited他9社は、設立等により当連結会計年度から連結しております。
また、みずほクレジット株式会社他10社は、清算等により連結の範囲から除外しております。
②非連結の子会社及び子法人等
該当ありません。

（2）持分法の適用に関する事項
①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等
該当ありません。
②持分法適用の関連法人等 22社
主要な会社名
株式会社千葉興業銀行
新光証券株式会社

なお、日本株主データサービス株式会社他2社は、設立により当連結会計年度から持分法の対象に含めております。
また、Mizuho Corporate Leasing (Thailand) Co.,Ltd.他1社は、株式の売却等により持分法の対象から除いております。
③持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等
該当ありません。
④持分法非適用の関連法人等　
主要な会社名
Asian-American Merchant Bank Limited

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）
及び繰延ヘッジ損益（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に重要な影響を与えないため、
持分法の対象から除いております。

（3）連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項
①連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。
10月末日 1社
12月末日 55社
3月末日 62社
6月最終営業日の前日 23社
12月最終営業日の前日 4社
②10月末日、6月最終営業日の前日及び12月最終営業日の前日を決算日とする連結される子会社及び子法人等については、12
月末日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表により、またその他の連結される子会社及び子法人等については、それぞれの
決算日の財務諸表により連結しております。
連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行っております。

（4）開示対象特別目的会社に関する事項
①開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要
当社の連結される子会社である株式会社みずほ銀行、株式会社みずほコーポレート銀行及びみずほ信託銀行株式会社は、顧客
の金銭債権等の流動化を支援する目的で、特別目的会社（ケイマン法人等の形態によっております。）25社に係る借入及びコ
マーシャル・ペーパーでの資金調達に関し、貸出金、信用枠及び流動性枠を供与しております。
特別目的会社25社の直近の決算日における資産総額（単純合算）は2,984,889百万円、負債総額（単純合算）は
2,984,039百万円であります。なお、いずれの特別目的会社についても、株式会社みずほ銀行、株式会社みずほコーポレー
ト銀行及びみずほ信託銀行株式会社は議決権のある株式等は有しておらず、役員や従業員の派遣もありません。
②当連結会計年度における開示対象特別目的会社との取引金額等
主な取引の当連結会計年度末残高
貸出金 2,051,070百万円
信用枠及び流動性枠 543,269百万円

主な損益
貸出金利息 23,612百万円
役務取引等収益 3,468百万円

（5）連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価に関する事項
連結される子会社及び子法人等の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

（6）のれん及び負ののれんの償却に関する事項
のれん及び負ののれんについては、原則として発生年度以降20年以内で均等償却しており、その金額に重要性が乏しい場合に
は発生年度に全額償却しております。

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

1． 会計処理基準に関する事項

（1）特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目
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的（以下「特定取引目的」という）の取引については、取引の約定時点を基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び
「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引からの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上し
ております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプ
ション取引等の派生商品については連結決算日において決済したものとみなした額により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連
結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商品については前連結会計年度末と当連結会計年度末にお
けるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。

（2）有価証券の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会

社・子法人等株式及び持分法非適用の関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあ
る国内株式については連結決算期末月1ヵ月平均に基づいた市場価格等、それ以外については連結決算日の市場価格等に基
づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原
価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、時価ヘッジの適用等により損益に反映させた額を除き、全部純資産直入法に
より処理しております。

（ロ）金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記（イ）と同じ方法によっております。
（3）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。
（4）減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）
有形固定資産の減価償却は、建物については主として定額法、その他については主として定率法を採用しております。また、
主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物　　3年～50年
その他　　2年～20年

②無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、各社で定める利用
可能期間（主として5年）に基づいて償却しております。
③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産の減価償却は、原則と
して自己所有の固定資産に適用する方法と同一の方法で償却しております。

（5）繰延資産の処理方法
①社債発行費
社債発行費は、発生時に全額費用として処理しております。
②債券発行費用
債券発行費用は、発生時に全額費用として処理しております。
③社債発行差金
社債は償却原価法（定額法）に基づいて算定された価額をもって連結貸借対照表価額としております。なお、平成18年3月
31日に終了する連結会計年度の連結貸借対照表に計上した社債発行差金は、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（企
業会計基準委員会実務対応報告第19号平成18年8月11日）の経過措置に基づき従前の会計処理を適用し、社債の償還期間に
わたり均等償却を行うとともに、未償却残高を社債から直接控除しております。

（6）貸倒引当金の計上基準
主要な国内の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しており
ます。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にあ
る債務者（以下「実質破綻先」という）に係る債権については、以下に記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分
可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今
後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）に係る債権については、債権額から、担保
の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める
額を計上しております。
なお、破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利
息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積ることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和
実施前の約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により
引き当てております。また、当該大口債務者のうち、将来キャッシュ・フローを合理的に見積ることが困難な債務者に対する債
権については、個別的に予想損失額を算定し、引き当てております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した予想損失率に基づき計上しております。なお、特
定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定
結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認
められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は540,000百万円であります。
上記債権には、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債等が含まれております。
その他の連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。

（7）投資損失引当金の計上基準
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を計上して
おります。
また、一部の国内銀行連結子会社における貸出代替目的のクレジット投資のうち主に欧州拠点における投資からの撤退に伴い、
関連する証券化商品の評価損に対し、当該証券化商品を参照する流動化スキームの対象となっているものを除き、投資損失引当
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金を計上しております。なお、時価をもって貸借対照表価額とするため、有価証券と投資損失引当金31,786百万円を相殺表示
しております。

（8）賞与引当金の計上基準
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額
を計上しております。

（9）退職給付引当金の計上基準
退職給付引当金（含む前払年金費用）は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。また、数理計算上の差異は、
各発生連結会計年度における従業員の平均残存勤務期間内の一定年数による定額法に基づき按分した額をそれぞれ発生の翌連結
会計年度から損益処理しております。

（10）役員退職慰労引当金の計上基準
役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員の退職により支給する退職慰労金に備えるため、内規に基づく支給見込額のうち、当
連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しております。

（11）貸出金売却損失引当金の計上基準
貸出金売却損失引当金は、昨今の著しい市場環境の変化に鑑み、売却予定貸出金について将来発生する可能性のある損失を見積
り、必要と認められる額を計上しております。
また、平成20年12月末において、貸出金売却損失引当金を計上していた売却予定貸出金のうち、業況が良好であり、かつ、財
務内容にも特段の問題のないと認められる欧州拠点の与信先に対する一部の貸出金等348,279百万円については、公正な評価
額で売却することが困難であることから、保有を続けることが合理的であると判断し、当面の間は売却を行わないこととしたた
め、合理的に算定された価額により売却予定貸出金以外の貸出金へ保有目的区分の変更を行いました。これにより、当連結会計
年度末において引き続き売却予定貸出金としていた場合に比べ、「貸出金」が27,728百万円減少し、「貸出金売却損失引当金」
が70,198百万円減少しております。また、「その他の経常費用」が41,130百万円減少しております。

（12）偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、オフバランス取引や信託取引のうち他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生する
可能性のある損失を個別に見積り、必要と認められる額を計上しております。

（13）ポイント引当金の計上基準
ポイント引当金は、主として「みずほマイレージクラブ」におけるマイレージポイントの将来の利用による負担に備えるため、
将来利用される見込額を合理的に見積り、必要と認める額を計上しております。

（14）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者等からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じ
て発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しております。

（15）債券払戻損失引当金の計上基準
債券払戻損失引当金は、負債計上を中止した債券について、債券保有者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて
発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しております。
（追加情報）
負債計上を中止した債券について、従来、払戻請求時に損失計上しておりましたが、払戻に関するデータ整備・分析が進み、合
理的な見積りが可能となったことから、当連結会計年度末より債券払戻損失引当金を計上しております。
この変更により、従来の方法によった場合に比べ、経常損失及び税金等調整前当期純損失は8,973百万円増加しております。

（16）特別法上の引当金の計上基準
特別法上の引当金は、金融商品取引責任準備金1,750百万円であり、有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等に関
して生じた事故による損失の補填に充てるため、金融商品取引法第46条の5第1項及び第48条の3第1項の規定に基づき計上し
ております。

（17）外貨建資産・負債の換算基準
国内銀行連結子会社及び国内信託銀行連結子会社の外貨建資産・負債及び海外支店勘定は、取得時の為替相場による円換算額を
付す持分法非適用の非連結子会社・子法人等株式及び持分法非適用の関連法人等株式を除き、主として連結決算日の為替相場に
よる円換算額を付しております。
上記以外の連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の為替相場により換算しており
ます。

（18）重要なヘッジ会計の方法
（イ）金利リスク・ヘッジ

金融資産・負債から生じる金利リスクのヘッジ取引に対するヘッジ会計の方法として、繰延ヘッジ又は時価ヘッジ或いは金
利スワップの特例処理を適用しております。
国内銀行連結子会社及び国内信託銀行連結子会社において、小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて、「銀行
業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号。
以下「業種別監査委員会報告第24号」という）を適用しております。
ヘッジ有効性の評価は、小口多数の金銭債権債務に対する包括ヘッジについて以下のとおり行っております。
（ i）相場変動を相殺するヘッジについては、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一

定の期間毎にグルーピングのうえ特定し有効性を評価しております。
（ii）キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係を検証し有効性

を評価しております。
個別ヘッジについてもヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動を比較し、両者の変動額等を基礎
にして、ヘッジの有効性を評価しております。
また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のうち、「銀行業における金融商品会計基準適用
に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第15号）を適用して実施しており
ました多数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理する従来の「マクロヘッジ」に
基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段等の残存期間・平均残存期間にわたって、資
金調達費用又は資金運用収益等として期間配分しております。なお、当連結会計年度末における「マクロヘッジ」に基づく
繰延ヘッジ損失は84,716百万円（税効果額控除前）、繰延ヘッジ利益は80,611百万円（同前）であります。
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（ロ）為替変動リスク・ヘッジ
国内銀行連結子会社及び一部の国内信託銀行連結子会社における外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対する
ヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会
業種別監査委員会報告第25号。以下「業種別監査委員会報告第25号」という）に規定する繰延ヘッジによっております。
ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び
為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当
額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。
また、外貨建子会社・子法人等株式及び関連法人等株式並びに外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッ
ジするため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価
以上の直先負債が存在していること等を条件に包括ヘッジとして繰延ヘッジ及び時価ヘッジを適用しております。

（ハ）連結会社間取引等
デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそれ以外の勘定との間（又は内部部門間）の内部取引については、
ヘッジ手段として指定している金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対して、業種別監査委員会報告第24号及び同
第25号に基づき、恣意性を排除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した運営を行ってい
るため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又は繰延処理を行っ
ております。

（19）消費税等の会計処理
当社及び国内の連結される子会社・子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。

2． 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（リース取引に関する会計基準）
「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号平成19年3月30日）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第16号同前）が平成20年4月1日以後開始する連結会計年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計
年度から同会計基準及び適用指針を適用しております。
これにより、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりまし
たが、前連結会計年度末までに開始した取引を含め、通常の売買取引に係る会計処理によっております。
なお、この変更による前連結会計年度末までの税金等調整前当期純利益にかかる累積的影響額は、特別損失として処理しております。
これにより、従来の方法に比べ、「有形固定資産」中のリース資産は8,661百万円、「無形固定資産」中のリース資産は1,354百万円、
「その他負債」中のリース債務は18,667百万円増加し、特別損失は10,828百万円増加、税金等調整前当期純損失は8,299百万円
増加しております。

表示方法の変更

従来、「金融派生商品」（資産の部）は「その他資産」に含め、「金融派生商品」（負債の部）は「その他負債」に含めて表示しており
ましたが、金額的重要性が増したため、当連結会計年度から区分掲記しております。
なお、前連結会計年度末の「その他資産」に含まれる「金融派生商品」は6,185,988百万円であり、「その他負債」に含まれる「金
融派生商品」は5,633,810百万円であります。

追加情報

（その他有価証券に係る時価の算定方法の一部変更）
（1）変動利付国債

国内銀行連結子会社及び一部の国内信託銀行連結子会社は、「有価証券」のうち、実際の売買事例が極めて少ない変動利付国債に
ついては、従来、市場価格をもって連結貸借対照表価額としておりましたが、市場価格を時価とみなせない状況であると判断し、
当連結会計年度においては、合理的に算定された価額をもって連結貸借対照表価額としております。
なお、市場価格をもって連結貸借対照表価額とした場合に比べ、「有価証券」が97,748百万円増加、「繰延税金資産」が7,488
百万円減少、「その他有価証券評価差額金」が85,946百万円、「少数株主持分」が4,312百万円増加しております。
合理的に算定された価額を算定するにあたって利用したモデルは、ディスカウント・キャッシュフロー法等であります。価格決
定変数は、10年国債利回り及び原資産10年の金利スワップションのボラティリティ等であります。

（2）証券化商品
国内銀行連結子会社の欧州拠点及び米州拠点等の貸出代替目的のクレジット投資（証券化商品）につきましては、従来、ブロー
カー又は情報ベンダーから入手する評価等を市場価格に準じるものとして合理的に算定された価額であると判断し、当該評価を
もって時価としておりましたが、実際の売買事例が極めて少なく、売手と買手の希望する価格差が著しく大きいため、ブローカ
ー又は情報ベンダーから入手する評価等が時価とみなせない状況であると判断し、経営陣の合理的な見積りによる合理的に算定
された価額をもって時価としております。
これにより、「有価証券」が144,286百万円、「その他有価証券評価差額金」が36,908百万円増加しております。また、｢その
他業務収益」が416百万円増加し、｢その他業務費用」が52,883百万円、「その他の経常費用」のうちの主に欧州拠点における
投資からの撤退に伴う損失が54,078百万円減少し、「経常損失」が107,378百万円減少しております。
なお、上記の経営陣の合理的な見積りによる合理的に算定された価額をもって計上した証券化商品の連結貸借対照表価額は
515,199百万円であります。経営陣の合理的な見積りによる合理的に算定された価額を算定するにあたって利用したモデルは、
ディスカウント・キャッシュフロー法、価格決定変数はデフォルト率、回収率、プリペイメント率、割引率等であり、対象とな
る有価証券の内訳は、住宅ローン担保証券、ローン担保証券、商業不動産ローン担保証券、その他の資産担保証券であります。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）
1. 有価証券には、非連結子会社・子法人等及び関連法人等の株式110,668百万円及び出資金421百万円を含んでおります。
2. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸付けている有価証券は、「特定取引資産」中の商品有価証券に合計4,490百万

円含まれております。
無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有価証券及び現先取引並びに現金担保付債券貸借取引等により受
け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券で、（再）担保に差し入
れている有価証券は8,066,097百万円、当連結会計年度末に当該処分をせずに所有しているものは3,339,133百万円であり
ます。

3. 貸出金のうち、破綻先債権額は112,197百万円、延滞債権額は700,358百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は
弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」
という）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に
規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息
の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

4. 貸出金のうち、3ヵ月以上延滞債権額は18,764百万円であります。
なお、3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び
延滞債権に該当しないものであります。

5. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は480,118百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済
猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しな
いものであります。

6. 破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は1,311,439百万円であります。
なお、上記3.から6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

7. 手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、
商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、そ
の額面金額は613,244百万円であります。

8. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
特定取引資産 4,012,042百万円
有価証券 8,960,855百万円
貸出金 12,437,626百万円
その他資産 1,014百万円
有形固定資産 297百万円

担保資産に対応する債務
預金 643,196百万円
コールマネー及び売渡手形 2,020,400百万円
売現先勘定 2,983,330百万円
債券貸借取引受入担保金 3,546,611百万円
借用金 7,677,083百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、「現金預け金」10,205百万円、
「特定取引資産」502,411百万円、「有価証券」2,524,405百万円を差し入れております。
非連結子会社・子法人等及び関連法人等の借入金等のための担保提供はありません。
また、「その他資産」のうち保証金は110,982百万円、デリバティブ取引差入担保金は1,237,247百万円、先物取引差入証拠
金は61,079百万円、その他の証拠金等は8,277百万円であります。
なお、手形の再割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しておりますが、これにより引き渡した銀
行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替の額面金額は、972百万円であります。

9. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された
条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行
残高は、54,576,376百万円であります。このうち原契約期間が1年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）
が47,284,078百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも将来のキャッシ
ュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由
があるときは、実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。ま
た、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保の提供を受けるほか、契約後も定期的に予め定めている内部手続に
基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

10. 土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、国内銀行連結子会社の事業用の土地の再評価を行
い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控
除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成10年3月31日
同法律第3条第3項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）

第2条第4号に定める路線価に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行
って算出したほか、第5号に定める鑑定評価に基づいて算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後
の帳簿価額の合計額との差額 123,580百万円

11. 有形固定資産の減価償却累計額 747,180百万円
12. 有形固定資産の圧縮記帳額 39,365百万円
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13. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金665,942百万円が含まれており
ます。

14. 社債には、劣後特約付社債2,249,622百万円が含まれております。
15. 国内信託銀行連結子会社の受託する元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信託882,035百万円、貸付信託49,756百

万円であります。
16.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）による社債に対する保証債務の額は1,282,762

百万円であります。
17. 1株当たりの純資産額 104円38銭
18. 当連結会計年度末の退職給付債務等は以下のとおりであります。

退職給付債務 △1,156,667百万円
年金資産（時価） 998,778
未積立退職給付債務 △157,889
未認識数理計算上の差異 680,451
連結貸借対照表計上額の純額 522,562
前払年金費用 558,891
退職給付引当金 △36,329

19. 銀行法施行規則第34条の10第1項第4号に規定する連結自己資本比率（第一基準） 10.53％

（連結損益計算書関係）
1. 「その他経常収益」には、株式等売却益100,688百万円、一部の国内銀行連結子会社及び一部の国内信託銀行連結子会社におけ

る信用リスク減殺取引に係る利益72,617百万円、国内銀行連結子会社における株式等派生商品収益32,096百万円を含んでお
ります。

2. 「その他の経常費用」には、株式等償却482,163百万円及び貸出金償却272,328百万円を含んでおります。
3. 「その他の特別損失」は、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載したリース取引に関する会計基準適用に

よる影響額10,828百万円であります。
4. 1株当たり当期純損失金額 54円14銭
5. 潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、当連結会計年度は1株当たり当期純損失であることから、記載しており

ません。
6. 当連結会計年度において、以下の資産について減損損失を計上しております。

地域 主な用途 種類
減損損失
（百万円）

― 遊休資産 ソフトウェア等 9,211
― ― その他 1,687

ソフトウェア等は、一部の国内連結子会社において、次期基幹システム構築の凍結に伴い発生した遊休資産について、減損損失
を計上したものであります。減損損失を認識した遊休資産のグルーピングは、各資産を各々独立した単位としております。
回収可能価額については、正味売却価額によっており、正味売却価額は、売却価額を零として評価しております。

7. 外国法人税については、従来、法人税法上損金処理をしていたため「その他の経常費用」に計上しておりましたが、当連結会計
年度末において法人税法上の税額控除の適用を受けることとしたため、「法人税、住民税及び事業税」に計上しております。この
変更により、従来の方法によった場合に比べ、「その他の経常費用」が20,684百万円減少し、「法人税、住民税及び事業税」が
同額増加しております。

（有価証券関係）
連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券、特定取引有価証券、譲渡性預け金及びコマーシャル・ペ
ーパー等、「現金預け金」中の譲渡性預け金、「買入金銭債権」の一部、並びに「その他資産」の一部を含めて記載しております。
1. 売買目的有価証券（平成21年3月31日現在）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度の損益に

（百万円）
含まれた評価差額
（百万円）

売買目的有価証券 7,718,927 △40,544
2. 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成21年3月31日現在）

連結貸借
時価 差額 うち益 うち損

対照表計上額
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

（百万円）
国債 50,038 50,140 101 101 －
地方債 11,189 11,193 3 3 －
その他 117,905 119,372 1,466 1,466 －
合計 179,134 180,705 1,571 1,571 －

（注）1. 時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。
2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。
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3. その他有価証券で時価のあるもの（平成21年3月31日現在）

取得原価
連結貸借

評価差額 うち益 うち損
（百万円）

対照表計上額
（百万円） （百万円） （百万円）

（百万円）
株式 2,788,982 2,605,281 △183,701 284,982 468,683
債券 19,496,081 19,507,600 11,518 43,698 32,179
国債 18,531,864 18,555,865 24,001 41,624 17,622
地方債 68,896 69,392 496 715 219
短期社債 － － － － －
社債 895,321 882,341 △12,979 1,358 14,337
その他 7,428,701 7,091,258 △337,442 64,521 401,964
外国債券 4,500,549 4,417,909 △82,640 52,751 135,391
買入金銭債権 1,939,919 1,913,882 △26,037 2,723 28,760
その他 988,232 759,467 △228,764 9,047 237,812
合計 29,713,766 29,204,140 △509,625 393,202 902,827

（注）1. 評価差額のうち、時価ヘッジの適用等により損益に反映させた額は、62,770百万円（利益）であります。
2. 連結貸借対照表計上額は、国内株式については当連結決算期末月1ヵ月平均に基づいた市場価格等により、また、そ
れ以外については、当連結決算日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。

3.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
4. その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価（原則として当連結決算日の市場価格。以下同じ）が
取得原価（償却原価を含む。以下同じ）に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると
認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当連結会計年度の
損失として処理（以下「減損処理」という）しております。
当連結会計年度における減損処理額は、455,719百万円であります。
また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準を定めており、その概要は原則として以下のとおりでありま
す。
・時価が取得原価の50％以下の銘柄
・時価が取得原価の50％超70％以下かつ市場価格が一定水準以下で推移している銘柄

（追加情報）
1. 変動利付国債
国内銀行連結子会社及び一部の国内信託銀行連結子会社は、「有価証券」のうち、実際の売買事例が極めて少ない変
動利付国債については、従来、市場価格をもって連結貸借対照表価額としておりましたが、市場価格を時価とみなせ
ない状況であると判断し、当連結会計年度においては、合理的に算定された価額をもって連結貸借対照表価額として
おります。
なお、市場価格をもって連結貸借対照表価額とした場合に比べ、「有価証券」が97,748百万円増加、「繰延税金資産」
が7,488百万円減少、「その他有価証券評価差額金」が85,946百万円、「少数株主持分」が4,312百万円増加して
おります。
合理的に算定された価額を算定するにあたって利用したモデルは、ディスカウント・キャッシュフロー法等でありま
す。価格決定変数は、10年国債利回り及び原資産10年の金利スワップションのボラティリティ等であります。

2. 証券化商品
国内銀行連結子会社の欧州拠点及び米州拠点等の貸出代替目的のクレジット投資（証券化商品）につきましては、従
来、ブローカー又は情報ベンダーから入手する評価等を市場価格に準じるものとして合理的に算定された価額である
と判断し、当該評価をもって時価としておりましたが、実際の売買事例が極めて少なく、売手と買手の希望する価格
差が著しく大きいため、ブローカー又は情報ベンダーから入手する評価等が時価とみなせない状況であると判断し、
経営陣の合理的な見積りによる合理的に算定された価額をもって時価としております。
これにより、「有価証券」が144,286百万円、「その他有価証券評価差額金」が36,908百万円増加しております。
また、｢その他業務収益」が416百万円増加し、｢その他業務費用」が52,883百万円、「その他の経常費用」のうち
の主に欧州拠点における投資からの撤退に伴う損失が54,078百万円減少し、「経常損失」が107,378百万円減少
しております。
なお、上記の経営陣の合理的な見積りによる合理的に算定された価額をもって計上した証券化商品の連結貸借対照表
価額は515,199百万円であります。経営陣の合理的な見積りによる合理的に算定された価額を算定するにあたって
利用したモデルは、ディスカウント・キャッシュフロー法、価格決定変数はデフォルト率、回収率、プリペイメント
率、割引率等であり、対象となる有価証券の内訳は、住宅ローン担保証券、ローン担保証券、商業不動産ローン担保
証券、その他の資産担保証券であります。

4. 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自　平成20年4月1日　至　平成21年3月31日）
該当ありません。

5. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年4月1日　至　平成21年3月31日）
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

（百万円） （百万円） （百万円）
その他有価証券 57,319,232 289,020 226,218

6. 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成21年3月31日現在）
金額

（百万円）
その他有価証券
非公募債券 1,820,998
非上場株式 416,288
非上場外国証券 345,015
その他 249,358
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7. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成21年3月31日現在）
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

債券 7,849,559 9,779,741 2,097,514 1,663,012
国債 7,444,207 8,189,100 1,631,256 1,341,339
地方債 14,827 33,790 31,499 1,053
短期社債 － － － －
社債 390,523 1,556,850 434,758 320,618
その他 1,424,358 2,499,197 1,009,276 1,903,382
合計 9,273,917 12,278,938 3,106,791 3,566,395

（金銭の信託関係）
1. 運用目的の金銭の信託（平成21年3月31日現在）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度の損益に

（百万円）
含まれた評価差額
（百万円）

運用目的の金銭の信託 39,426 －
2. 満期保有目的の金銭の信託（平成21年3月31日現在）

該当ありません。
3. その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成21年3月31日現在）

取得原価
連結貸借

評価差額 うち益 うち損
（百万円）

対照表計上額
（百万円） （百万円） （百万円）

（百万円）
その他の
金銭の信託

1,316 1,266 △49 － 49

（注）1. 連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価等により計上したものであります。
2.「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

（ストック・オプション等関係）
1. ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名

営業経費 1,187百万円
2. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
（1）当社

①ストック・オプションの内容
株式会社みずほフィナンシャルグループ

第１回新株予約権

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役 4名
当社の執行役員 4名
子会社の取締役 14名
子会社の執行役員 71名

株式の種類別のストック・オプション
普通株式 5,409,000株

の数（注）
付与日 平成21年2月16日

権利確定条件

当社、株式会社みずほ銀行又は株式会社みずほコーポレート銀行の取締
役又は執行役員の地位に基づき割当てを受けた新株予約権については、
当該各会社の取締役又は執行役員の地位を喪失した日の翌日以降、本新
株予約権を行使できる。

対象勤務期間
自　平成20年7月1日
至　平成21年3月31日

権利行使期間
自　平成21年2月17日
至　平成41年2月16日

（注）株式数に換算して記載しております。
②ストック・オプションの規模及びその変動状況
（イ）ストック・オプションの数

株式会社みずほフィナンシャルグループ
第１回新株予約権

権利確定前（株）
前連結会計年度末 ―
付与 5,409,000
失効 ―
権利確定 130,000
未確定残 5,279,000
権利確定後（株）
前連結会計年度末 ―
権利確定 130,000
権利行使 ―
失効 ―
未行使残 130,000

（注）ストック・オプションの数は株式数に換算して記載しております。
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（ロ）単価情報
株式会社みずほフィナンシャルグループ

第１回新株予約権
権利行使価格 1株につき1円
行使時平均株価 ―
付与日における公正な評価単価 1株につき190円91銭

③ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
当連結会計年度において付与された株式会社みずほフィナンシャルグループ第1回新株予約権についての公正な評価単価
の見積方法は以下のとおりであります。
（イ）使用した評価技法 ブラック・ショールズ・モデル
（ロ）主な基礎数値及び見積方法

株式会社みずほフィナンシャルグループ
第１回新株予約権

株価変動性　　　　　　（注）1 61.05％
予想残存期間　　　　　（注）2 1.78年
予想配当　　　　　　　（注）3 1株につき10円
無リスク利子率　　　　（注）4 0.379％

（注）1. 割当日前営業日（平成21年2月13日）から予想残存期間（1.78年）に相当する過去93週分の当社株価より算
定したヒストリカル・ボラティリティを採用しております。

2. 当社及び割当対象子会社の役員の平均的な就任期間に基づき見積もっております。
3. 平成21年3月期の普通株式予想配当によります。
4. 予想残存期間に対応する日本国債の利回りを採用しております。

④ストック・オプションの権利確定数の見積方法
基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。

（2）みずほ信託銀行株式会社
①ストック・オプションの内容

みずほ信託銀行株式会社
第１回新株予約権

付与対象者の区分及び人数
同社の取締役 7名
同社の執行役員 20名

株式の種類別のストック・オプション
普通株式 1,695,000株

の数（注）
付与日 平成21年2月16日

権利確定条件
みずほ信託銀行株式会社の取締役又は執行役員の地位に基づき割当てを
受けた新株予約権については、同社の取締役又は執行役員の地位を喪失
した日の翌日以降、本新株予約権を行使できる。

対象勤務期間
自　平成20年7月1日
至　平成21年3月31日

権利行使期間
自　平成21年2月17日
至　平成41年2月16日

（注）株式数に換算して記載しております。
②ストック・オプションの規模及びその変動状況
（イ）ストック・オプションの数

みずほ信託銀行株式会社
第１回新株予約権

権利確定前（株）
前連結会計年度末 ―
付与 1,695,000
失効 ―
権利確定 ―
未確定残 1,695,000
権利確定後（株）
前連結会計年度末 ―
権利確定 ―
権利行使 ―
失効 ―
未行使残 ―

（注）ストック・オプションの数は株式数に換算して記載しております。
（ロ）単価情報

みずほ信託銀行株式会社
第１回新株予約権

権利行使価格 1株につき1円
行使時平均株価 ―
付与日における公正な評価単価 1株につき91円49銭

③ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
当連結会計年度において付与されたみずほ信託銀行株式会社第1回新株予約権についての公正な評価単価の見積方法は以
下のとおりであります。
（イ）使用した評価技法 ブラック・ショールズ・モデル
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（ロ）主な基礎数値及び見積方法
みずほ信託銀行株式会社
第１回新株予約権

株価変動性　　　　　　（注）1 46.19％
予想残存期間　　　　　（注）2 1.52年
予想配当　　　　　　　（注）3 1株につき1円
無リスク利子率　　　　（注）4 0.359％

（注）1. 割当日前営業日（平成21年2月13日）から予想残存期間（1.52年）に相当する過去79週分の同社株価より算
定したヒストリカル・ボラティリティを採用しております。

2. 同社役員の平均的な就任期間に基づき見積もっております。
3. 割当日前営業日（平成21年2月13日）における平成21年3月期の普通株式予想配当によります。
4. 予想残存期間に対応する日本国債の利回りを採用しております。

④ストック・オプションの権利確定数の見積方法
基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。

（重要な後発事象）
1. 当社の連結される子会社であるみずほ証券株式会社（以下「旧みずほ証券」という。）と持分法適用の関連法人等である新光証券

株式会社（以下「新光証券」という。）は、それぞれ平成21年3月4日の取締役会の承認を経て合併契約を締結し、平成21年4
月3日に開催された両社の株主総会において当該合併契約承認が決議され、平成21年5月7日に合併（以下「本合併」という。）
いたしました。
（1）被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称、取

得企業を決定するに至った主な根拠
①被取得企業の名称 新光証券株式会社
②事業の内容 金融商品取引業
③企業結合を行った主な理由 みずほフィナンシャルグループの一員として、銀行系の証券会社としての強

みを生かし、先行きの不透明感の強い市場の中で競争力をつけるとともに、
お客さまへのサービス提供力を向上させ、更には、グローバルベースで競争
力のある最先端の総合金融サービスを提供できる体制への再構築が必要であ
ると判断したため

④企業結合日 平成21年5月7日
⑤企業結合の法的形式 新光証券を吸収合併存続会社とし、旧みずほ証券を吸収合併消滅会社とした

合併
⑥結合後企業の名称 みずほ証券株式会社
⑦取得企業を決定するに至った主な根拠 法的に消滅会社となる旧みずほ証券の株主である株式会社みずほコーポレー

ト銀行が、本合併により新会社の議決権の過半数を保有することになるため、
企業結合会計上は旧みずほ証券が取得企業に該当し、新光証券が被取得企業
となったもの

（2）合併比率、算定方法、交付株式数
①合併比率

会社名 新光証券（存続会社） 旧みずほ証券（消滅会社）
合併比率 1 122

②算定方法
旧みずほ証券及び新光証券は、本合併に用いられる合併比率の算定にあたって公正性を期すため、それぞれ合併比率算定
のための第三者評価機関を任命し、その算定結果を参考に、それぞれ両社の財務の状況、資産の状況等の要因を総合的に
勘案し、両社で合併比率について慎重に協議を重ねた結果、最終的に上記合併比率が妥当であるとの判断に至り合意いた
しました。
③交付株式数
普通株式 815,570,000株

2. 当社は、平成21年5月15日に、新株式発行について取締役会決議を行い、新株式に関する発行登録書を関東財務局長に提出し
ております。発行登録書の概要は以下のとおりであります。
（1）募集有価証券の種類 当社普通株式
（2）発行予定期間 発行登録の効力発生日から1年を経過する日まで

（平成21年5月23日～平成22年5月22日）
（3）募集方法 一般募集
（4）発行予定額 6,000億円を上限とします。
（5）資金使途 当社の連結される子会社への出資に充当する予定です。
（6）引受証券会社（予定） 引受人のうち、主たるものは、みずほ証券株式会社（東京都千代田区大手町

一丁目5番1号）、野村證券株式会社（東京都中央区日本橋一丁目9番1号）、
JPモルガン証券株式会社（東京都千代田区丸の内二丁目7番3号）およびメ
リルリンチ日本証券株式会社（東京都中央区日本橋一丁目4番1号）を予定
しております。

3. 当社は、平成21年5月15日に、当社グループの海外特別目的子会社が発行した優先出資証券の償還に関する取締役会決議を行
いました。償還される優先出資証券の概要は以下のとおりであります。
（1）発行体 Mizuho Preferred Capital (Cayman) Limited
（2）発行証券の種類 配当非累積型永久優先出資証券
（3）償還総額 176,000百万円
（4）償還予定日 平成21年6月30日
（5）償還理由 任意償還期日到来による

4. 当社は、平成21年5月15日に「海外特別目的子会社の設立及び優先出資証券の発行に関するお知らせ」において公表いたしま
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した優先出資証券の発行条件を、平成21年6月23日に決定しております。発行される優先出資証券の概要は以下のとおりであ
ります。なお、今後、平成21年5月15日に設立された海外特別目的子会社（Mizuho Capital Investment (JPY) 5 Limited、
Mizuho Capital Investment (JPY) 6 Limited、Mizuho Capital Investment (JPY) 7 Limited）により、優先出資証券が
追加発行されることがあります。
（1）発行体 Mizuho Capital Investment (JPY) 5 Limited

（英国領ケイマン諸島に設立した、当社が議決権を100％保有する海外特別
目的子会社）

（2）発行証券の種類 配当非累積型永久優先出資証券
（3）発行総額 139,500百万円
（4）配当率 年4.26％（平成26年6月まで固定配当）

平成26年6月以降は変動配当（ステップ・アップなし）
（5）払込予定日 平成21年6月30日

5. 当社の子会社である株式会社みずほ銀行は、平成21年5月15日開催の取締役会において、以下の（1）資本準備金の額の減少
及び（2）剰余金の処分について、平成21年6月24日開催の定時株主総会の議案として提出することを決議し、同日開催の定
時株主総会において承認されました。
（1）資本準備金の額の減少

今後の分配可能額の確保及び充実に備えるため、会社法第448条第1項の規定に基づき、資本準備金の額の減少を行い、同
額をその他資本剰余金に振替えております。
①資本準備金の減少の方法及び減少する準備金の額
資本準備金762,345百万円のうち321,638百万円の減少を行い、同額をその他資本剰余金に振替えております。
②効力発生日
平成21年6月24日

（2）剰余金の処分
会社法第452条の規定に基づき、（1）にて振替後のその他資本剰余金の一部を繰越利益剰余金に振替え、損失を処理して
おります。
①減少する剰余金の額
その他資本剰余金 130,913百万円
②増加する剰余金の額
繰越利益剰余金 130,913百万円

これにより、当社の連結貸借対照表において資本剰余金が130,913百万円減少し、利益剰余金が同額増加しております。


